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ご提示いただいた多数の重要ニュースを、5つの主要テーマでダイジェストにまとめました。 

 

1. 次世代チップ製造技術と「脱ASML」の動き 

現在の半導体製造を独占するオランダASMLのEUV（極端紫外線）技術に対し、新たな選
択肢が浮上しています。 

●​ Laceのヘリウム原子ビーム（3/23）: マイクロソフトらが出資するノルウェーのスター
トアップLaceが、光の代わりに「ヘリウム原子」を使う露光技術で4,000万ドルを調
達。現行の10倍の微細化（0.1ナノメートル級）を目指します。 

●​ SKハイニックスの巨額投資（3/24）: 米国上場による最大140億ドルの調達を計
画。同時にASMLから80億ドル相当の次世代EUV装置を購入し、生産能力を劇的
に引き上げる攻めの姿勢を見せました。 

 

2. AIチップ市場の激変：Armの変貌と韓国の台頭 

設計図の提供者だったArmが「メーカー」へと脱皮し、Nvidia一強体制に挑む動きが加速し
ています。 

●​ Arm初の自社設計AIチップ「AGI CPU」（3/24）: 設計ライセンス供与から自社ブラ
ンドチップ販売へ転換。Metaなどが採用を表明し、5年で150億ドルの増収を見込
んでいます。 

●​ 韓国「K-Nvidia」プロジェクト（3/26）: 韓国政府がスタートアップ「Rebellions」に約
1.6億ドルを投資。設計分野での海外依存脱却を急いでいます。 

●​ UpstageがAMDチップ1万個購入検討（3/23）: 韓国のAIスタートアップが、Nvidia
の代替としてAMDの最新チップ「MI355」の大量導入を協議中です。 

 

3. 中東紛争が直撃する「ヘリウム危機」とエネルギー不安 

イラン情勢の悪化により、半導体製造に不可欠な資源の供給が危機的状況に陥っていま

す。 

●​ ヘリウム供給の寸断（3/25-27）: カタールの施設が攻撃を受け、世界供給の3割が
停滞。エア・リキードは世界規模での在庫再配分を開始しましたが、在庫は残り6週
間分との警告も出ています。 



●​ 韓国・台湾のエネルギー脆弱性（3/25-27）: 
●​ 韓国: 深刻な燃料不足を受け、サムスンやSKが「車の利用制限（10部制）」
やオフィス消灯などの非常事態対応を実施。 

●​ 台湾: エネルギー価格高騰の中でも、チップ産業保護のため電気料金を据
え置き。しかし国営電力の赤字は限界に達しています。 

 

4. 米国の経済安全保障と巨大投資計画 

トランプ政権下での「米国回帰」と、技術流出への厳しい監視が鮮明になっています。 

●​ 「パックス・シリカ」4兆ドル計画（3/24）: エネルギー、鉱物、半導体を網羅する超巨
大投資枠組み。中東リスクを避け、同盟国内での自給自足体制を構築する野心的

な構想です。 
●​ Appleの米国製造拡大（3/26）: ボッシュやTDKらを巻き込み、Face IDなどの心臓
部パーツを米国内で製造するプログラムに4億ドルを追加投資。 

●​ チップセキュリティ法（3/26）: Super Microの横流し事件を受け、AIチップの中国へ
の密輸を防ぐ法案が米下院を通過しました。 

 

5. 日本の「日の丸連合」再編と市場の動揺 

●​ ローム・東芝・三菱電機の統合交渉（3/26）: パワー半導体3社が事業統合に向けた
協議を開始。世界シェア2位の連合を形成し、EVやAIデータセンター市場で欧米勢
に対抗します。 

●​ Googleの技術革新「TurboQuant」（3/26-27）: メモリ消費を6分の1に抑えるアル
ゴリズムを発表。効率化は歓迎される一方で、「メモリの需要が減る」との懸念から

SamsungやSKハイニックスの株価が急落する波紋を広げました。 
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https://www.reuters.com/world/asia-pacific/microsoft-backed-startup-raises-40-million-advan
ced-chipmaking-equipment-tech-2026-03-23/ 
 
ご指定いただいたロイターのニュース記事（2026年3月23日付）の内容を日本語で要約しまし
た。 

マイクロソフト出資のスタートアップ、次世代露光技術で4000万
ドルを調達 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/microsoft-backed-startup-raises-40-million-advanced-chipmaking-equipment-tech-2026-03-23/
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ノルウェーに本社を置く半導体製造装置スタートアップのLaceが、シリーズAラウンドで**4,000万
ドル（約60億円）**の資金調達を実施しました。このラウンドはAtomicoが主導し、マイクロソフト
のベンチャー部門であるM12なども参加しています。 

 
記事の主なポイント 

●​ 革新的な「ヘリウム原子ビーム」技術​
現在の半導体製造で主流となっているASML社の光リソグラフィ（極端紫外線：EUVなど）
とは異なり、Laceはヘリウム原子ビームを用いた露光技術を開発しています。 

●​ デザインの極小化（10倍の微細化）​
CEOのBodil Holst氏によると、この技術により、現在の限界よりも10倍小さいチップ設計
が可能になります。使用されるビームの幅は約0.1ナノメートル（水素原子1個分に相当）
で、究極の「原子分解能」でのプリントを目指しています。 

●​ AIチップの性能飛躍に期待​
トランジスタを桁違いに小さくできるため、高度なAIプロセッサの性能を現行の能力を遥
かに超えて引き上げることが期待されています。 

●​ 今後のロードマップ​
Laceはすでにプロトタイプを開発しており、2029年頃までにパイロット・ファブ（試作製造ラ
イン）へのテストツール導入を目指しています。 

 
背景と影響 
現在、半導体露光装置市場はオランダのASMLが独占していますが、次世代の微細化競争に向
けて新しいスタートアップへの投資が活発化しています。Laceの技術が実用化されれば、Intelや
TSMCといった大手メーカーの製造プロセスに大きな変革をもたらす可能性があります。 

この技術の詳細や、出資企業のリストなどについて、さらに詳しく知りたい部分はありますか？ 

ttps://www.reuters.com/business/media-telecom/arm-unveils-new-ai-chip-expects-it-add-billio
ns-annual-revenue-2026-03-24/ 
 
ご提示いただいた要約は、記事の要点を非常に的確に捉えています。補足として、ロイターの報

道に基づき、技術的な背景や投資の文脈をさらに整理した情報をまとめました。 

 
技術的な詳細と市場の背景 

●​ ASMLへの挑戦者:​
現在、最先端チップ製造に不可欠なEUV（極端紫外線）露光装置はオランダのASMLが
市場を独占しています。Lace社の「ヘリウム原子ビーム」技術は、光の代わりに原子を使
用することで、物理的な波長の限界を突破しようとする野心的なアプローチです。 

●​ 「原子分解能」のインパクト:​
Laceが使用するビーム幅（0.1ナノメートル）は、ASMLのEUV光（13.5ナノメートル）と比
較して圧倒的に細く、これが「10倍の微細化」を可能にする根拠となっています。 

●​ 投資家陣の顔ぶれ:​
今回のシリーズA（4,000万ドル）には、リード投資家のAtomico、マイクロソフトのM12の
ほか、Linse Capital、スペイン技術変革協会（Spanish Society for Technological 
Transformation）、Nysnøなどが名を連ねています。 

http://www.reuters.com/business/media-telecom/arm-unveils-new-ai-chip-expects-it-add-billions-annual-revenue-2026-03-24/
http://www.reuters.com/business/media-telecom/arm-unveils-new-ai-chip-expects-it-add-billions-annual-revenue-2026-03-24/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/microsoft-backed-startup-raises-40-million-advanced-chipmaking-equipment-tech-2026-03-23/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/microsoft-backed-startup-raises-40-million-advanced-chipmaking-equipment-tech-2026-03-23/


 
関連する最新動向 
このニュースの翌日（2026年3月24日）には、Arm社が「AGI CPU」と呼ばれる新しいAIデータセ
ンター向けチップを発表しており、半導体業界では「より小さく、より高性能なAI専用ハードウェ
ア」へのシフトが加速しています。Laceのような製造技術の進化は、こうした次世代チップの実現
を支える鍵となります。 

この技術が将来的にどのようなデバイス（スマートフォンやサーバーなど）に影響を与えるか、あ

るいは競合他社の動きについてさらに詳しくお調べしましょうか？ 

https://www.reuters.com/business/media-telecom/arm-unveils-new-ai-chip-expects-it-add-billi
ons-annual-revenue-2026-03-24/ 
 
ご指定いただいたロイター通信のニュース（2026年3月24日付）を要約しました。 

今回の発表は、Armが長年の「設計図のライセンス供与」というビジネスモデルから、自社ブラン
ドのチップを直接販売するモデルへと大きく舵を切った歴史的な転換点として注目されています。 

 

Armが初の自社設計AIチップ「AGI CPU」を発表、数十億ドル
の増収を予測 
英半導体設計大手のArm Holdingsは、データセンター向けの自社設計AIチップ**「Arm AGI 
CPU」**を発表しました。創業35年以上の歴史の中で、設計図のライセンス提供から、自社ブラ
ンドの実物チップ販売へと踏み出す極めて重要な戦略転換となります。 

記事の主なポイント 
●​ 「エージェンティックAI（Agentic AI）」への最適化​
従来のチャットボットのような応答型ではなく、ユーザーの代わりに自律的に判断・行動

する「エージェント型AI」の膨大なデータ処理に特化した設計です。 
●​ 圧倒的なパフォーマンスと効率 

○​ TSMCの3ナノメートル（3nm）プロセスを採用し、2つのシリコンを1つのチップとし
て動作させる構造。 

○​ 従来のサーバー向けCPUと比較して、消費電力あたりの性能が大幅に向上して
います。 

●​ Meta（メタ）との共同開発​
Metaが主要パートナーとして設計に協力しており、同社のAIデータセンターへの導入が
予定されています。そのほか、OpenAI、Cloudflare、SAP、SK Telecomなども採用を
表明しています。 

●​ 野心的な収益目標​
CEOのレネ・ハース氏は、この新チップにより今後5年間で**年間約150億ドル（約2.2兆
円）**の収益を見込んでいます。これにより、サーバー向け事業がスマートフォン向けを
抜き、同社の主軸になると予測しています。 

背景と市場への影響 
これまでArmは、NVIDIAやAppleなどに設計図（IP）を貸してロイヤリティを得る「黒子」の存在で
した。しかし、自社でチップを直接販売することで、より高い利益率を狙います。 
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この動きにより、Armは顧客でもあったIntelやAMDとデータセンター市場で直接競合することに
なります。発表を受けてArmの株価は一時約20%急騰し、時価総額は一気に約290億ドル増加し
ました。 

 
この「AGI CPU」の具体的な出荷時期や、既存のNVIDIA製GPUとの使い分けについてなど、さ
らに詳しく知りたい情報はありますか？ 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/sk-hynix-files-confidentiality-2026-us-listing-2026-
03-24/ 
 
2026年3月24日付のロイター通信などの報道に基づき、SKハイニックス（SK Hynix）に関する
ニュースを日本語で要約しました。 

今回の発表は、AI半導体市場で躍進する同社が、さらなる資金調達と企業価値の向上を目指し
て米国市場への進出を本格化させたことを示しています。 

 

SKハイニックス、2026年の米国上場に向け機密申請を実施 
韓国の半導体大手SKハイニックスは、2026年内の米国市場への上場を目指し、米証券取引委
員会（SEC）に対して機密（コンフィデンシャル）での登録届出書を提出したことを明らかにしまし
た。これは、NVIDIA（エヌビディア）へのHBM（高帯域幅メモリ）供給でトップを走る同社が、グ
ローバルな資本基盤を強化するための大きな一手です。 

ニュースの主なポイント 
●​ 最大140億ドル（約2.1兆円）の巨額調達 

○​ 関係筋によると、全株式の**約2〜3%**を米国市場で売り出す計画です。 
○​ 調達額は**10兆〜15兆ウォン（約96億〜144億ドル）**に達する可能性があり、
韓国企業による米IPOとしては過去最大級（2021年のCoupangを上回る規模）と
なる見込みです。 

●​ 資金の使途：生産能力の劇的拡大 
○​ 調達した資金は、韓国・龍仁（ヨンイン）市の半導体クラスターや、米インディアナ
州に建設予定の次世代パッケージング工場の建設・設備投資に充てられます。 

○​ 同日、ASMLから約80億ドル相当の次世代EUV（極端紫外線）露光装置を購入
する計画も報じられており、攻めの投資姿勢が鮮明になっています。 

●​ 米上場の狙い：「企業価値の適正評価」 
○​ CEOの郭魯正（クァク・ノジョン）氏は、米国上場を通じてグローバルな投資家層
を広げ、米マイクロン（Micron）などの競合他社と比較して低く評価されがちな「バ
リュエーション（企業価値評価）の格差」を是正したい考えです。 

●​ 株主からの反応と懸念 
○​ 新株発行による株式価値の希薄化を懸念する投資家も一部におり、既存株の買
い戻し（自社株買い）を求める声も上がっています。 

背景と今後の展望 
SKハイニックスは現在、AI向けメモリ（HBM）市場で約57%という圧倒的なシェアを誇っていま
す。今回の米国上場は、単なる資金集めにとどまらず、同社を「韓国の半導体メーカー」から「世

界のAIインフラを支えるグローバル企業」へと再定義する戦略的なステップと言えます。 
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この上場計画が、ライバルであるサムスン電子やマイクロンの株価にどのような影響を与えてい

るかなど、関連する市場の動向についてさらに詳しくお調べしましょうか？ 

 
https://www.reuters.com/world/china/air-liquide-executive-will-allocate-helium-volume-other-p
laces-world-2026-03-25/ 
 
2026年3月25日付のロイター通信の報道に基づき、フランスの産業ガス大手エア・リキード（Air 
Liquide）に関するニュースを要約しました。 

中東での紛争を背景に、ハイテク産業に不可欠なヘリウムの供給不足が深刻化している現状

と、同社の対応策が報じられています。 

 

エア・リキード、中東紛争によるヘリウム不足を受け世界規模で

供給を再配分 
フランスの産業ガス大手エア・リキードは、中東情勢の悪化に伴う供給網の混乱により、短期間

のヘリウム不足が予想されると発表しました。これに対応するため、同社は世界の他の地域から

ヘリウム在庫を調達し、需要地へ再配分する計画を明らかにしました。 

ニュースの主なポイント 
●​ カタールでの「不可抗力（フォース・マジュール）」発生 

○​ 世界最大級の天然ガス生産者であるカタールエナジー（QatarEnergy）が、顧客
に対して不可抗力を宣言しました。 

○​ 先週、中東の天然ガス田で発生した攻撃により、副産物であるヘリウムの生産・
出荷が滞っていることが原因です。 

●​ 世界規模の在庫調整（リロケーション） 
○​ エア・リキードのグループ副社長、アルメル・ルヴュー（Armelle Levieux）氏は、
「他地域からヘリウムを確保し、顧客への供給を優先する」と述べています。 

○​ これは、契約している顧客への供給責任を果たすための緊急措置となります。 
●​ 半導体産業への影響 

○​ この発表は、台湾・台中市における同社の先端材料工場の開所式で行われまし
た。 

○​ エア・リキードは、世界最大の受託生産企業であるTSMCを含む台湾半導体業界
の主要サプライヤーであり、供給不足はAIチップなどの製造ラインに直接的なリ
スクとなります。 

●​ 市場の反応と代替供給源 
○​ 台湾経済部は「現在の供給は安定しており、米国からの輸入などで補っている」
としています。 

○​ しかし、ヘリウム価格は2026年3月時点でスポット価格が急騰しており、戦略物資
としての重要性が一段と高まっています。 

 
背景：なぜヘリウムが重要なのか？ 
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ヘリウムは、半導体製造の露光工程や冷却、さらには医療用MRIの冷却に不可欠なガスです。
生産地がカタール、米国、ロシアなどに偏っているため、今回のような地政学的リスクに対して極

めて脆弱な供給構造となっています。 

このヘリウム不足が、日本の半導体メーカーや医療現場にどのような影響を及ぼしているかな

ど、さらに詳しい調査が必要な事項はありますか？ 

 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/ups-opens-100-million-taiwan-logistics-hub-meet-t
ech-boom-demand-2026-03-25/ 
 
2026年3月25日付のロイター通信などの報道に基づき、米物流大手UPSによる台湾での大規模
投資に関するニュースを要約しました。 

AIブームに伴う半導体需要の爆発的な増加を受け、物流インフラ側でも台湾の重要性が一段と
高まっていることを示す動きです。 

 

UPS、台湾に1億ドルの新物流拠点を新設 ― ハイテク需要の
急増に対応 
米物流大手のUPSは、台湾の桃園（タオユエン）市に投資額**約1億ドル（約150億円）**の新た
な物流センター「桃園国際物流センター（TILC）」を開設しました。これは同社にとってアジア太平
洋地域で最大かつ最も先進的な施設となります。 

ニュースの主なポイント 
●​ アジア最大級の「ハイテク専用」拠点 

○​ 施設面積は約8万平方メートルを超え、台湾におけるUPSの倉庫容量は従来の2
倍以上に拡大しました。 

○​ 取り扱う貨物の約80%がハイテク関連であり、特に半導体や医療技術分野を主
要ターゲットとしています。 

●​ アプライド・マテリアルズ（AMAT）が利用 
○​ 米半導体製造装置最大手のアプライド・マテリアルズが、同施設をアジア全体の
流通拠点として活用することが決定しています。 

●​ 最新の自動化技術を導入 
○​ 自律走行型搬送ロボット（AMR）などの最新設備を備え、入出荷の効率を大幅に
向上。 

○​ 台湾桃園国際空港からわずか5kmという好立地にあり、UPSのグローバルネット
ワークへ迅速に接続可能です。 

●​ 南部の「半導体クラスター」への進出も検討 
○​ 現在は桃園空港を拠点としていますが、TSMCが巨大な新工場を建設している
台湾南部の**高雄（カオシュン）**への路線拡大も検討中。顧客の需要に応じて
南部への対応を強化する方針です。 

背景と狙い 
台湾はTSMCを筆頭に、AI向け先端半導体供給の世界的中心地となっています。UPSはこの戦
略的拠点を強化することで、チップ製造装置などの高価で繊細な貨物を迅速に運ぶ体制を整

え、激化する半導体サプライチェーンのスピード競争で優位に立つ狙いがあります。 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/ups-opens-100-million-taiwan-logistics-hub-meet-tech-boom-demand-2026-03-25/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/ups-opens-100-million-taiwan-logistics-hub-meet-tech-boom-demand-2026-03-25/


 
これまでに要約した「Laceの露光技術」「ArmのAIチップ」「SKハイニックスの米国上場」「エア・リ
キードのヘリウム不足」、そして今回の「UPSの物流拠点」という一連のニュースは、すべて2026
年3月の「AI・半導体サプライチェーン」を巡る大きな動きとして繋がっています。 

これらのニュースを時系列やテーマ別に整理したリストの作成などは必要でしょうか？ 

 
 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/rohm-toshiba-mitsubishi-elec-begin-power-chip-in
tegration-talks-nikkei-says-2026-03-26/ 
 
2026年3月26日付のロイター通信（および日本経済新聞の先行報道）に基づき、日本のパワー
半導体大手3社による統合交渉のニュースを要約しました。 

今回の動きは、バラバラだった国内勢が結集し、世界首位の独インフィニオン・テクノロジーズに

対抗できる「日の丸連合」を形成しようとする、日本の半導体業界にとって歴史的な再編となる可

能性があります。 

 

ローム、東芝、三菱電機の3社がパワー半導体事業の統合交
渉を開始 
日本のパワー半導体大手であるローム、東芝、三菱電機の3社が、それぞれのパワー半導体事
業を統合するための交渉に入ることが明らかになりました。実現すれば、世界シェア第2位の巨
大グループが誕生することになります。 

ニュースの主なポイント 
●​ 世界シェア2位の「巨大連合」誕生へ 

○​ 3社の事業を合算すると、世界シェアは約10%に達する見込みです。 
○​ 現在、世界首位の独インフィニオンに次ぐ規模となり、世界市場での存在感を一
気に高めます。 

●​ 各社の強みを融合 
○​ ローム: 次世代素材「SiC（炭化ケイ素）」を用いた車載向け。 
○​ 東芝: 幅広い顧客基盤を持つシリコンベースの製品。 
○​ 三菱電機: 鉄道や産業機器向けの「高電圧」分野。 
○​ これらを統合することで、開発コストの削減と生産効率の向上（規模の経済）を狙
います。 

●​ デンソーによるローム買収案への影響 
○​ 今月、トヨタ系のデンソーがロームに対して買収提案を行っています。 
○​ 今回の「3社統合」の動きは、ロームが単独での買収を回避し、独立性を保ちつつ
規模を拡大するための対抗策（ホワイトナイト的な動き）である可能性も指摘され

ています。 
●​ 政府（経産省）による後押し 

○​ 経済産業省は2023年以降、補助金などを通じて国内パワー半導体産業の再編
を促してきました。今回の統合交渉は、その長年の政策の集大成とも言えます。 

背景：なぜ今、統合なのか？ 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/rohm-toshiba-mitsubishi-elec-begin-power-chip-integration-talks-nikkei-says-2026-03-26/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/rohm-toshiba-mitsubishi-elec-begin-power-chip-integration-talks-nikkei-says-2026-03-26/


パワー半導体は、電気自動車（EV）やAIデータセンターの省エネ化に欠かせない重要部品で
す。世界的に需要が急増する一方で、海外勢（欧米・中国）との投資競争が激化しています。日

本勢は個々の規模では劣るため、今回の統合によって「投資余力の拡大」と「コスト競争力の強

化」を図り、生き残りを目指す形です。 

 
ここ数日のニュースを振り返ると、「次世代露光技術(Lace)」「AIチップ(Arm)」「メモリ投資(SKハ
イニックス)」「供給網(UPS/ヘリウム)」「規制(ホワイトハウス)」、そして今回の**「日本勢の事業統
合」**と、AI・半導体市場の主導権を巡る動きが製造・設計・物流・政策の全方位で加速している
ことがわかります。 

この3社統合が、具体的にどのような新会社形態になるのか、あるいはデンソーの動向など、さら
に注目したいポイントはありますか？ 

 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/south-korea-invest-166-million-ai-chip-startup-reb
ellions-2026-03-26/ 
 

韓国政府、AIチップ有力スタートアップ「Rebellions」に1億
6,600万ドルを投資 
韓国政府は、国内のAI半導体スタートアップである**Rebellions（リベリオンズ）**に対し、2,500
億ウォン（約1億6,600万ドル／約250億円）の直接投資を行うことを承認しました。これは、政府
主導の「国家成長基金」による「K-Nvidia（韓国版エヌビディア）」育成プロジェクトの第1号案件と
なります。 

ニュースの主なポイント 

●​ 「K-Nvidia」プロジェクトの始動 
○​ 米Nvidiaが独占するAIチップ市場において、グローバルに通用する韓国企業を
育てるための国家プロジェクトです。 

○​ 金融サービス委員会（FSC）と科学技術情報通信部が共同で主導しています。 
●​ Rebellions社の役割 

○​ 2020年創業。AIの計算処理に特化した**NPU（神経回路演算装置）**の設計を
行っています。 

○​ 今回の資金は、同社のNPUチップの量産化および次世代AI半導体の開発に投じ
られます。 

●​ 脱・海外依存とサプライチェーンの強化 
○​ 韓国政府は、AIインフラにおける海外技術への依存を減らし、自国のサプライ
チェーンを強化することを急いでいます。 

○​ 先日の「SKハイニックスの米国上場申請」や「ASML製装置への巨額投資」といっ
た動きと並び、製造（メモリ）だけでなく「設計（ファブレス）」分野でも覇権を狙う姿

勢を鮮明にしました。 

 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/chinese-dutch-ministers-discuss-nexperia-trade-c
hinese-commerce-ministry-says-2026-03-26/ 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/south-korea-invest-166-million-ai-chip-startup-rebellions-2026-03-26/
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中国・オランダ閣僚が「ネクスペリア問題」を協議 ― 半導体サプ
ライチェーンの安定化を模索 
中国の王文濤（ワン・ウェンタオ）商務相とオランダのディルク・ベジャールト経済相が会談し、オ

ランダの半導体メーカー、ネクスペリアを巡る貿易摩擦と、半導体サプライチェーンの安定化につ

いて協議しました。 

ニュースの主なポイント 

●​ ネクスペリアを巡る「実効支配」の対立 
○​ 2025年9月、オランダ政府は「国家安全保障」を理由に、中国企業（聞泰科技：

Wingtech）傘下にあるネクスペリアの経営権を事実上接収しました。 
○​ これに対し、中国政府は報復措置として、中国国内で製造・パッケージングされる
ネクスペリア製品の輸出を制限。これにより、世界中の自動車メーカーでチップ不

足が発生しています。 
●​ 中国側の主張：不当な介入の是正 

○​ 王商務相は、オランダ側の措置を「企業の正当な経営に対する不適切な行政介
入」であると強く批判。 

○​ グローバルな半導体供給網の混乱を招いた責任はオランダ側にあるとし、早急
な「過ちの是正」と正常な貿易秩序への復帰を求めました。 

●​ オランダ側の立場：経済安全保障の両立 
○​ ベジャールト経済相は、安保上の懸念は維持しつつも、主要な顧客である欧州自
動車業界への打撃を最小限に抑えるため、対話を通じた解決の糸口を探ってい

ます。 
●​ サプライチェーンへの深刻な懸念 

○​ ネクスペリアの製品（トランジスタやダイオードなど）は、高度な技術ではないもの
の、自動車製造に大量に必要とされる「汎用チップ」です。 

○​ この対立が長期化すれば、欧州を中心とする自動車生産ラインの停止が再発す
るリスクがあり、両国ともに経済的損失を避けるための着地点を模索していま

す。 

 
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/helium-shortage-has-started-impacting-tech-suppl
y-chains-execs-say-2026-03-26/ 
 
2026年3月26日付のロイター通信の報道に基づき、ヘリウム不足がハイテク産業に与え始めて
いる具体的な影響についてのニュースを要約しました。 

前日のエア・リキード社の発表に続き、現場の経営陣（エグゼクティブ）がいよいよ「実害」が出始

めていることを証言した内容です。 

 

ヘリウム不足がハイテク・サプライチェーンを直撃 ― 業界幹部
が警告 

https://www.reuters.com/world/asia-pacific/helium-shortage-has-started-impacting-tech-supply-chains-execs-say-2026-03-26/
https://www.reuters.com/world/asia-pacific/helium-shortage-has-started-impacting-tech-supply-chains-execs-say-2026-03-26/


中東紛争によるヘリウム供給の減少と価格高騰が、ついに世界のハイテク製造現場に影響を及

ぼし始めました。半導体製造に不可欠なヘリウムの調達が困難になっており、各社は代替策の

確保に奔走しています。 

ニュースの主なポイント 
●​ 製造現場での実害（生産減速） 

○​ 上海で開催された「Semicon China」において、業界幹部らは「ヘリウム不足は絶
対的な懸念事項である」と指摘。 

○​ すでに一部の企業では、主要な顧客への供給を優先するために、生産速度を落
とす（スローダウン）、あるいは特定の製品ラインを一時停止するといった対応を

余儀なくされています。 
●​ 価格の急騰と輸送の混乱 

○​ 中東情勢（ホルムズ海峡の封鎖等）により、世界供給の約3分の1を占めるカター
ルからの出荷が滞っています。 

○​ ヘリウム価格は紛争開始前と比較して約2倍に跳ね上がっており、輸送の遅延が
コスト増加に拍車をかけています。 

●​ 広範な産業への波及リスク 
○​ ヘリウムは半導体の冷却や精密加工、リーク検査（漏れチェック）に不可欠です。 
○​ 供給不足が長期化すれば、半導体だけでなく、**スマートフォン、自動車、医療機
器（MRI）**など、あらゆる電子機器の減産や価格上昇につながる恐れがありま
す。 

●​ 代替調達の動き 
○​ 企業はカタール依存を脱却するため、米国やアルジェリア、カナダなどからの調
達に切り替えようとしていますが、これらは短期間で全量をカバーできる規模では

なく、市場の不確実性が高まっています。 

 
背景：2026年3月の「ヘリウム危機」の深刻度 
これまでのニュースで報じられた通り、3月18日にカタールのガス施設（ラス・ラファン）が攻撃を
受けたことで、世界最大のヘリウム生産拠点が停止したことが決定打となりました。 

現在は在庫（バッファ）で凌いでいる段階ですが、4月以降にアジアへ到着するはずだった貨物が
大幅に減少するため、4月がサプライチェーンの正念場になると予測されています。 

 
ここ数日で、半導体を作るための「装置(Lace)」「設計(Arm)」「資金(SKハイニックス)」「ガス(ヘリ
ウム)」のすべてにおいて、2026年特有の激しい地政学リスクが浮き彫りになっています。 

これらの影響を考慮した、今後の電子機器の価格動向や代替技術の進展について、さらに詳しく

お調べしましょうか？ 

 
 
https://www.reuters.com/business/apple-adds-bosch-cirrus-logic-others-us-manufacturing-pr
ogram-invest-400-million-2026-03-26/ 
 
2026年3月26日付のロイター通信（および関連報道）に基づき、Appleの米国製造プログラムに
関する最新ニュースを要約しました。 

https://www.reuters.com/business/apple-adds-bosch-cirrus-logic-others-us-manufacturing-program-invest-400-million-2026-03-26/
https://www.reuters.com/business/apple-adds-bosch-cirrus-logic-others-us-manufacturing-program-invest-400-million-2026-03-26/


この発表は、地政学的リスクの回避と、米国内での先端技術サプライチェーンの強化を狙った

Appleの長期戦略の一環です。 

 

Apple、米国内製造プログラムにボッシュやシーラス・ロジックら
を追加 ― 4億ドルを新規投資 
Appleは、米国内での部品・材料生産を拡大する「アメリカン・マニュファクチャリング・プログラム（
AMP）」に、新たにボッシュ（Bosch）、シーラス・ロジック（Cirrus Logic）、TDK、Qnity 
Electronicsの4社を加えると発表しました。2030年までに**計4億ドル（約600億円）**を投じ、主
要コンポーネントの国内生産を推進します。 

ニュースの主なポイント 
●​ センサーおよびICの国内生産を加速 

○​ ボッシュ & TSMC: ワシントン州のTSMC工場で、iPhoneの「衝突事故検出」やア
クティビティ追跡に不可欠なIC（集積回路）を製造。 

○​ シーラス・ロジック & グローバルファウンドリーズ: ニューヨーク州の拠点で、Face 
ID（顔認証）システムを支える半導体プロセス技術を確立。 

○​ TDK: Apple向けとして初めて米国でセンサーを製造（主にカメラの手ブレ補正技
術など）。 

○​ Qnity Electronics: 半導体製造やAI技術に不可欠な先端材料を供給。 
●​ 6,000億ドルの巨大投資計画の一環 

○​ 今回の4億ドルの支出は、Appleが昨年発表した「4年間で6,000億ドルを米国内
の製造・イノベーションに投じる」という広範な公約に基づいています。 

●​ 地政学リスクの軽減と国内雇用 
○​ 関税コスト（これまでに30億ドル以上をAppleが負担）の回避や、中国依存からの
脱却を狙い、インド・ベトナムへの最終組み立ての移管と並行して、川上の部品

製造を米国内に引き戻す戦略です。 
○​ このプログラムにより、全米で数万人規模の新規雇用創出が見込まれています。 

 
背景と解説 
Appleは、Mac ProやMac miniの一部生産を米国内（テキサスやヒューストン）で行うなど、「
Made in USA」の比率を徐々に高めてきました。今回の決定は、単なる組み立てだけでなく、「
Face ID」や「AIサーバー」といった最重要技術の心臓部を米国内で製造する体制を整えるとい
う、より深いレベルでのサプライチェーン再編を意味しています。 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/trump-administration-targets-4
-trillion-pax-silica-investment-fund-for-semiconductors 

 

ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年3月24日付）の内容を日本語で要約しまし
た。 

トランプ政権、半導体供給網に4兆ドルの投資枠組み「パックス・
シリカ」を計画 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/trump-administration-targets-4-trillion-pax-silica-investment-fund-for-semiconductors
https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/trump-administration-targets-4-trillion-pax-silica-investment-fund-for-semiconductors


トランプ政権は、エネルギー、重要鉱物、および半導体サプライチェーンを対象とした、総額**4兆
ドル（約600兆円）**規模の巨大投資コンソーシアムを設立する計画を発表しました。 

主なポイント 
●​ 「パックス・シリカ（Pax Silica）」の拡大​

2025年12月に発足した、同盟国間でのAI・半導体インフラ確保を目指すイニシアチブを
拡張するものです。鉱物の採掘からチップ製造装置、AIモデルの展開まで、サプライ
チェーン全体を網羅します。 

●​ 資金調達と構成メンバー​
米国政府はまず2億5,000万ドルを拠出し、資金の管理運営を担います。ソフトバンク、シ
ンガポールのテマセク、アブダビのムバダラ投資公社などが創設メンバーとして名を連ね

ており、これら民間・政府系ファンドの運用資産は計1兆ドルを超えます。 
●​ エネルギー安全保障への重点​
今回の計画では、ホルムズ海峡での紛争による物流混乱を教訓に、エネルギー資産、港

湾、通信ケーブルなどの物理的インフラの保護も強化対象に含まれています。 
●​ 対中リスクの回避​
中国による希少鉱物の輸出規制に対抗し、重要資源を同盟国の管理下に置くことで、安

定した供給網を構築する狙いがあります。 

 
補足と背景 

目標とされる「4兆ドル」という数字は、昨年の全世界の対内直接投資（1.6兆ドル）を大
きく上回る極めて野心的な目標です。米国政府の初期拠出金（2.5億ドル）は全体のわ
ずか0.006%程度に過ぎず、この巨額の投資が実際にどのように実現されるのかが今
後の焦点となります。 

この投資計画に関連して、さらに詳しい参加国のリストや、特定の企業（TSMCなど）への影響に
ついて詳しくお調べしましょうか？ 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/elon-musks-terafab-semicond
uctor-project-could-cost-usd5-trillion-bernstein-claims-herculean-effort-would-cost-more-than
-70-percent-of-the-total-yearly-us-government-budget 

 

ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年3月25日付）の内容を日本語で要約しまし
た。 

イーロン・マスクの「TeraFab」計画、実現には5兆ドルが必要と
の試算 
イーロン・マスク氏が提唱する、ロジック半導体・メモリの製造からパッケージングまでを垂直統合

する巨大プロジェクト「TeraFab」について、大手分析会社Bernsteinがその膨大なコストと現実的
な課題に関する試算を公開しました。 

主なポイント 
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●​ 5兆ドル（約750兆円）という天文学的コスト​
マスク氏が掲げる「年間1テラワット（1 TW）の電力を消費する規模のAIチップ生産」を実
現するには、**142基から358基の最新鋭ファブ（工場）**が必要となり、その建設費用だ
けで約5兆ドルに達すると試算されています。これは米国の年間国家予算の約70%に相
当します。 

●​ 既存メーカーを遥かに凌ぐ規模​
TSMCが2025年に出荷したウェハー数は約1,500万枚（全世代合計）ですが、TeraFabが
目標とするAI半導体の供給には、年間で約2,500万枚のロジックウェハーと約1,600万枚
のHBM（高帯域幅メモリ）ウェハーが必要になります。 

●​ 資金調達以外の高い壁​
5兆ドルという資金調達の難しさに加え、半導体製造装置（露光装置など）の供給能力、
建設資材、そしてこれら巨大施設を運用するための高度なスキルを持つ人材の確保が、

物理的な限界として立ちはだかると指摘されています。 
●​ 垂直統合の野心​
現在、Elon Musk氏はTeraFab Projectに200億ドルを投じ、7日以内に何らかの進展を見
せると示唆していますが、専門家は「200億ドルでは最先端の7nmクラスの工場1基を建
てるのが精一杯である」と、理想と現実の乖離を指摘しています。 

 
考察： この試算は、現在のNvidia製GPU（Rubin Ultraなど）の消費電力から逆算した
「粗い見積もり」ではありますが、マスク氏のビジョンが現在の半導体業界の総力を上

回る規模であることを浮き彫りにしています。 

このプロジェクトに関連して、競合となるTSMCやインテルの最新の投資状況についても詳しくお
調べしましょうか？ 

 

https://www.tomshardware.com/tech-industry/semiconductors/air-liquide-opens-taiwan-factor
y-as-helium-shortage-tightens-around-chip-makers 

 

ご指定いただいたTom's Hardwareの記事（2026年3月27日付）の内容を日本語で要約しまし
た。 

ヘリウム不足が半導体業界を直撃：仏エア・リキードが台湾に

新工場を開設 
世界的なヘリウム不足が深刻化する中、フランスの産業ガス大手Air Liquide（エア・リキード）が
台湾の台中港近くに新工場を開設しました。中東情勢の緊迫化により、半導体製造に不可欠な

ヘリウムの供給網が危機に瀕しています。 

主なポイント 
●​ 供給断絶の背景​
今月初め、米国・イラン間の紛争の影響で、世界供給の約30%を占めるカタールのラス・
ラファン施設が攻撃を受け、生産ラインが損傷しました。復旧には数年かかる可能性も指

摘されています。 
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●​ 物流の停滞（ホルムズ海峡の封鎖）​
The Strait of Hormuz（ホルムズ海峡）付近では、液体ヘリウム専用のコンテナ約200個
が足止め状態にあります。専門家は「津波が1,000マイル沖合まで迫っている（危機が目
前に迫っている）」と警告しています。 

●​ 半導体製造への影響​
ヘリウムはシリコンウェハーの冷却や毒性残留物の洗浄に不可欠で、代替品が存在しま

せん。半導体メーカーの備蓄は通常6週間程度であり、供給が途絶えれば製造ラインの
停止を招く恐れがあります。 

●​ 特に脆弱な地域​
韓国はヘリウム輸入の3分の2をカタールに依存しており、台湾以上に深刻な影響を受け
る可能性があります。TSMCは「現時点では大きな影響はない」としていますが、状況を
注視しています。 

 
今後の見通し： ヘリウムが不足すると、半導体メーカーは他業界（医療用MRIや製薬な
ど）を圧倒する価格で買い占めに動く傾向があります。その結果、半導体の製造コスト

が上昇し、高利益なAIチップが優先され、消費者向け製品の供給が後回しにされるリ
スクがあります。 

このヘリウム不足に関連して、日本の半導体メーカーへの影響や、代わりの調達先として注目さ

れている米国・テキサス州の状況について詳しくお調べしましょうか？ 

 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-23/ai-startup-upstage-looking-at-buying-1
0-000-amd-chips-in-korea 
 
共有されたBloombergの記事に基づき、韓国のAIスタートアップ企業「Upstage（アップステー
ジ）」に関するニュースを要約しました。 

ニュースの要約：UpstageがAMD製チップ1万個の購入を検討 
韓国の注目AIスタートアップであるUpstageが、米半導体大手AMDから最新のAIアクセラレータ
（MI355）を10,000個購入する方向で協議中であることが明らかになりました。これは、韓国内に
大規模な計算リソースを確保し、Nvidiaへの依存度を下げてチップの供給源を多様化する狙い
があります。 

 
主なポイント 

●​ AMDとの大規模提携:​
Upstageのソン・キムCEOは、先週ソウルでAMDのリサ・スーCEOと会談し、最新チップ
の調達について話し合いました。韓国には現在多くのNvidia製チップがありますが、同社
は供給の安定化のためにAMD製などの選択肢を広げたいと考えています。 

●​ 「AIイカゲーム」への参戦:​
Upstageは、韓国政府が主導する国家的なAI基盤モデル選定レース（通称「AIイカゲー
ム」）に参加している4チームのうちの1つです。この競争は、米国や中国に対抗できる韓
国独自の基盤モデルを選出することを目的としています。 

●​ 次世代モデルの開発:​
同社は今夏、約2,000億（200B）パラメーターを持つ大規模言語モデル（LLM）を投入する
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準備を進めています。中国の安価な競合に対抗するため、「規模と効率性の両立」による

コストパフォーマンスを強みとしています。 
●​ グローバル展開（ソブリンAI）:​
ベトナムやアラブ首長国連邦（UAE）など、自国内で完結するAIシステム（ソブリンAI）を
求める国々への展開をターゲットにしています。 

 
次にお手伝いできることはありますか？ 

例えば、Upstageが参加している「AIイカゲーム」の現在の進捗状況や、AMDの最新チップ
MI355のスペックについてさらにお調べしましょうか？ 

https://www.bloomberg.com/news/newsletters/2026-03-27/nvidia-arm-return-the-cpu-to-prom
inence-for-the-ai-age 
 
ご提示いただいたBloombergの記事「Nvidia, Arm Return the CPU to Center Stage in the Age 
of AI」の内容を要約します。 

AIブームにより、大量の単純計算（行列演算）を得意とするGPU（画像処理半導体）が主役に躍
り出ましたが、ここにきて再び**CPU（中央演算処理装置）**の重要性が再評価されています。 

要約ポイント 
●​ CPUの「復権」​
これまでAI分野では、NvidiaのGPUのような「AIアクセラレータ」が主役で、CPUは「控え
役」に甘んじてきました。しかし、2026年現在、NvidiaやArmはCPUを再び戦略の中心に
据えています。 

●​ Nvidiaの新CPU「Vera」​
Nvidiaは先週のカンファレンスで、新しい独立型プロセッサ「Vera」を発表しました。これま
ではGPUの付随品として販売されていましたが、今回は単体製品として販売され、同社
に数十億ドルの追加収益をもたらすと期待されています。 

●​ Armの攻勢​
スマートフォン向け設計で知られるArm Holdingsも、独自のマイクロプロセッサを発表し
ました。同社は今後5年間で収益を5倍に増やす強気な予測を立てており、株価も急騰し
ています。 

●​ なぜ今CPUが必要なのか？​
GPUはAIの学習や実行には強力ですが、データの準備や他の部品との通信、AIトークン
の制御といった「地味だが不可欠な管理業務」には、汎用性の高いCPUが欠かせないた
めです。 

●​ 今後の展望​
データセンターの利用者たちの間では、AIモデルが洗練されコードが最適化されれば、
最終的には「スイスアーミーナイフ」のように万能なCPUだけで多くのタスクを処理できる
ようになるのではないか、という見方も浮上しています。 

 
次にお手伝いできることはありますか？ 

例えば、「この記事に登場するNvidiaやArmの最新の株価動向を調べる」といったことも可能で
す。 
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https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/ai-breakthrough-from-google-exposes
-divide-in-memory-stocks 
 
ご提示いただいたBloombergの記事「AI Breakthrough From Google Exposes Divide in 
Memory Chip Stocks」の内容を日本語で要約しました。 

 

記事の要約：GoogleのAI技術革新がメモリ株の明暗を分ける 
Googleが発表したAIの効率化技術「TurboQuant」を受け、メモリ半導体市場で銘柄間の「選別」
が始まっています。これまで一律に買われてきたメモリ関連株ですが、技術の特性によって需要

への影響が異なるとの懸念が広がっています。 

1. メモリ市場の「勝ち組」と「負け組」の鮮明化 
●​ 影響が軽微なグループ（DRAM / HBM）:​

Samsung Electronics、SK Hynix、Micron Technology など。これらが製造する高帯域幅
メモリ（HBM）は、AIの学習や推論の基盤として引き続き不可欠であり、今回の技術革新
による需要減退のリスクは低いとみられています。 

●​ 打撃を受けたグループ（NANDフラッシュ）:​
Kioxia Holdings や Sandisk など。Googleの新技術はデータ移動を抑制し、特定のスト
レージ需要を抑える可能性があるため、これまでAIブームで急騰していたフラッシュメモリ
銘柄は激しい売りを浴びています。 

2. Googleの新技術「TurboQuant」の影響 
●​ 効率の大幅向上: Googleによると、このアルゴリズムはLLM（大規模言語モデル）の実行
に必要なメモリ量を少なくとも6分の1に削減できます。 

●​ コスト削減と需要の変化: メタなどのハイパースケーラー（大規模データセンター運用者）
がメモリへの支出を抑えることが可能になり、結果としてスマートフォンや家電向けを含む

汎用コンポーネントの価格下落を招くのではないかと投資家は危惧しています。 

3. 市場の視点 
●​ 一時的な調整か: 一部の投資家（SGMC Capitalなど）は、今回の売りは「短期的なノイ
ズ」であり、長期的なAIハードウェアの成長ストーリーは変わらないため、絶好の買い場
であると指摘しています。 

●​ インフレと地政学リスク: イランでの紛争によるインフレ懸念など、マクロ経済の不透明感
も、割高感のあったメモリ株の利益確定売りを加速させる要因となっています。 

 
次に、特定の企業（SamsungやKioxiaなど）の株価推移や、TurboQuantの技術的な詳細につ
いてさらにお調べしましょうか？ 

 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/chip-hub-taiwan-keeps-power-prices-u
nchanged-despite-iran-war 
 
ご提示いただいたBloombergの記事（2026年3月27日付）の内容を要約しました。 

台湾、中東情勢悪化の中でも電気料金を据え置き 

https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/ai-breakthrough-from-google-exposes-divide-in-memory-stocks
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/ai-breakthrough-from-google-exposes-divide-in-memory-stocks
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/ai-breakthrough-from-google-exposes-divide-in-memory-stocks
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/ai-breakthrough-from-google-exposes-divide-in-memory-stocks
https://www.bloomberg.com/quote/005930:KP
https://www.bloomberg.com/quote/000660:KP
https://www.bloomberg.com/quote/MU:US
https://www.bloomberg.com/quote/285A:JP
https://www.bloomberg.com/quote/SNDK:US
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/chip-hub-taiwan-keeps-power-prices-unchanged-despite-iran-war
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-27/chip-hub-taiwan-keeps-power-prices-unchanged-despite-iran-war


台湾政府は、中東での戦争（イラン情勢）に伴う世界的なエネルギー価格の上昇にもかかわら

ず、国内の電気料金を現状維持することを決定しました。 

 
主要ポイント 

●​ 据え置きの決定:​
エネルギーコストの急騰により、本来は計算上「1.8%の値上げ」が妥当とされていました
が、インフレ抑制と産業競争力の維持を優先し、平均料金を 1kWhあたり3.7823台湾ド
ル に据え置きました。 

●​ 半導体産業への配慮:​
世界最大の受託チップメーカーであるTSMCをはじめとするテクノロジー部門は、台湾の
総電力消費量の約4分の1を占めています。今回の決定には、これら主要産業のコスト負
担を抑える狙いがあります。 

●​ 国営電力（Taipower）の財務悪化:​
政府が電気料金を実質的に補助している形となっており、国営の台湾電力（Taipower）
は2026年1月末時点で3,570億台湾ドル（約110億ドル）という巨額の累積赤字を抱えて
います。 

●​ 今後の懸念:​
台湾当局は6月分の液化天然ガス（LNG）20カーゴ分を確保済みですが、追加で200億
台湾ドルのコストを支払っています。今後、イスラエルとイランの紛争が長期化しエネル

ギー供給がさらに制限されれば、企業や家庭への値上げ圧力は避けられない見通しで

す。 

 
さらに詳しく知りたい特定の項目（例：TSMCへの影響や、具体的なエネルギー確保状況など）が
あれば、続けてお調べしますがいかがでしょうか？ 

 
 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-26/memory-stock-boom-seen-resilient-to-
threat-from-new-google-tech 
 
ご指定のBloombergの記事「Chip Selloff Deepens After Google Touts Memory Breakthrough（
Googleのメモリ技術突破の発表を受け、半導体株の売りが加速）」の内容を日本語で要約しまし
た。 

 

要約：Googleの新アルゴリズム発表によるメモリ関連株の下落 
GoogleがAI開発に必要なメモリ消費を劇的に抑える新技術を発表したことで、これまで供給不足
を背景に急騰していたメモリ関連株（Samsung、SK Hynix、Micronなど）が大幅に売られる展開
となっています。 

主なポイント 
●​ Googleの新技術「TurboQuant」:​

Googleが発表したアルゴリズム「TurboQuant」は、大規模言語モデル（LLM）の実行に必
要なメモリ量を少なくとも6分の1に削減できるとしています。これにより、AIのトレーニング
や推論にかかるコストが大幅に低下する可能性があります。 

●​ 市場の反応: 
○​ 韓国のSamsung ElectronicsやSK Hynixが6%以上下落。 
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○​ 米国のMicron TechnologyやWestern Digital、Sandiskも7%以上の大幅安と
なりました。 

○​ 投資家は、メモリ効率の向上によってデータセンター運営会社（ハイパースケー
ラー）からの需要が減り、価格が下落することを懸念しています。 

●​ 専門家の見方（ジェボンズのパラドックス）:​
一部のアナリスト（モルガン・スタンレーなど）は、長期的にはポジティブだと分析していま

す。これは「効率が上がると逆に需要が増える」というジェボンズのパラドックスを引用し

たもので、コスト低下によってAIの導入がさらに進み、結果としてメモリ需要を押し上げる
と予測しています。 

●​ 今後の展望:​
現在は供給不足による価格高騰が続いていますが、この技術革新が供給難を緩和する

可能性がある一方で、AI市場全体の拡大を加速させる「諸刃の剣」として注目されていま
す。 

 
この記事の背景にある「ジェボンズのパラドックス」の詳細や、特定の企業の株価動向についてさ

らに詳しくお調べしましょうか？ 

 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-26/chip-security-bill-advances-in-house-f
ollowing-super-micro-case 
 
ご指定のBloombergの記事（2026年3月26日付）について、要点を日本語でまとめました。 

米下院、AIチップ密輸防止を強化する「チップセキュリティ法」を
可決 
米下院外交委員会は、NvidiaやAMDなどのメーカーに対し、高度なAIチップが中国へ密輸され
るのを防ぐための対策を義務付ける**「チップセキュリティ法（Chip Security Act）」**を可決しまし
た。 

主なポイント 
●​ 背景： 先週、AIサーバー大手のSuper Micro Computerの共同創設者が、Nvidia製プロ
セッサを中国の買い手に横流しした疑いで起訴された事件を受け、法案の必要性が急浮

上しました。 
●​ 規制の内容： * 商務省に対し、AIチップメーカーが製品の転売・流用を監視・報告するた
めの規則を策定するよう求めます。 

○​ 「キルスイッチ（遠隔停止機能）」の強制は避けつつ、業界の既存の商習慣を活用
した「軽量な」規制を目指しています。 

●​ 今後の流れ： * 委員会を42対0の全会一致で通過し、下院本会議へと送られました。 
○​ 法案が成立すれば、商務省（Howard Lutnick長官）は1年以内に最終規則を発行
する必要があります。 

 
事件の影響 
この法案は超党派の支持を得ており、Super Microの事件によって、米国の技術が中国軍の手
を渡ることへの懸念が議会内で一段と強まったことを示しています。 

さらに詳細な背景や、Nvidiaなどの企業の対応について詳しくお知りになりたいですか？ 
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https://www.bloomberg.com/news/newsletters/2026-03-26/data-center-shift-from-middle-east
-would-test-us-grid 
 
ご提示いただいたブルームバーグの記事（2026年3月26日付）の要約です。 

中東から米国へのデータセンター移転、米電力網の試練に 
中東の不安定な情勢を受け、巨大IT企業がデータセンターの拠点を米国へ回帰させる動きを見
せていますが、これが米国内の電力インフラに大きな負荷を与える可能性を指摘しています。 

 
要点まとめ 

●​ 中東でのリスク増大: これまで米テック大手は、安価なエネルギーと広大な土地を求めて
ペルシャ湾沿岸諸国（UAE、バーレーンなど）に投資してきました。しかし、昨今のドロー
ン攻撃などの地政学的リスクにより、戦略の再考を迫られています。 

●​ 米国への回帰: 中東のボラティリティを避け、より安全な拠点として米国が再注目されて
います。米国の安定した天然ガス価格も、エネルギー消費の激しいデータセンター誘致

において有利な条件となっています。 
●​ 米電力網への負荷: データセンターの需要急増は電力会社にとって好機ですが、同時に
最大の脅威でもあります。米国の送電網は老朽化と異常気象ですでに限界に近く、AI需
要による急激な消費増に対応するための容量確保に追われています。 

●​ エネルギー安全保障の新局面: データセンターは今や「国家権力の拠点」と見なされてお
り、防衛技術やAI運用に不可欠です。企業はリスク分散のために投資を多国間に広げる
動きを見せており、その主要な受け皿として世界最大のデータセンター設置数を誇る米

国がさらに成長する見込みです。 

関連する市場動向 
●​ 原油価格: トランプ大統領によるイランへの軍事行動示唆を受け、北海ブレント原油は1
バレル108ドル付近まで上昇。 

●​ エネルギー転換: 燃料供給の不安定化を受け、消費者の間ではエネルギー安全保障の
手段として電気自動車（EV）などの低炭素技術への移行が加速しています。 

 
こちらの内容について、さらに詳しく知りたい特定の項目（電力網の詳細や原油市場への影響な

ど）はありますか？ 

 
 
https://www.bloomberg.com/news/articles/2026-03-26/samsung-sk-hynix-dim-lights-discoura
ge-driving-in-energy-push 
 
ご指定いただいたブルームバーグの記事（2026年3月26日付）の要約を日本語で作成しました。 

 

韓国大手企業、エネルギー危機対応で節電・マイカー規制を強

化 
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イランでの紛争（イラン戦争）による深刻なエネルギー不足と燃料価格の高騰を受け、サムスン

やSKハイニックスなどの韓国主要企業が、かつてない規模の省エネ対策に乗り出しています。 

主な対策内容 
●​ 車両走行制限（10部制・5部制）: 

○​ サムスン電子: 車のナンバー末尾の数字と日付を連動させ、該当する日の通勤
利用を禁止する「10部制」を導入（例：末尾が7の車は7日、17日、27日の利用不
可）。 

○​ SK・LG: 同様の車両ローテーション制を導入し、シャトルバスの利用を推奨。 
●​ オフィス環境の制限: 

○​ 昼休みや終業後の消灯の徹底。 
○​ エレベーターの稼働台数削減。 
○​ 非重要エリアの照明を半分にカット。 

背景と影響 
●​ 石油依存のリスク: 韓国は石油需要の約70%を中東に依存しており、紛争による供給不
安に対して非常に脆弱な構造になっています。 

●​ 産業全体への打撃: 燃料だけでなく、プラスチックや繊維の原料となるナフサの不足も懸
念されています。これにより、自動車、家電、造船、さらには食品（ラーメンの包装材など）

の生産にまで連鎖的な影響が出る恐れがあります。 
●​ 物流・交通への波及: 航空業界では他国での給油制限が発生しており、物流の遅延や
サーチャージ（追加料金）に関する苦情が急増しています。 

注記: 電気自動車（EV）や水素車、妊婦、障がい者の車両などは、これらの走行規制
の対象外となるなどの例外措置も設けられています。 

 
この記事に関連して、さらに詳しい企業の対応状況や、特定の業界への影響についてお調べし

ましょうか？ 

 
 
https://www.bloomberg.com/news/audio/2026-03-25/asia-centric-energy-threats-expose-kore
a-and-taiwan-chip-hubs 
 
ご指定いただいたBloombergのポッドキャスト「Asia-centric: Energy Threats Expose Korea 
and Taiwan Chip Hubs」（2026年3月25日配信）の内容を日本語で要約します。 

このエピソードでは、中東情勢の緊迫化が、世界の半導体供給網の要である韓国と台湾にどの

ようなリスクをもたらしているかが解説されています。 

 

要約：エネルギーの脅威が露呈する韓国・台湾の半導体拠点 
1. 膨大な電力需要と脆弱性 

●​ 半導体製造の「胃袋」： 最先端半導体の製造には膨大かつ安定した電力供給が不可欠
です。 

●​ 台湾の現状： 台湾では、ハイテク産業セクターだけで経済全体の総電力消費量の約4分
の1を占めており、エネルギー供給への依存度が極めて高くなっています。 
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2. 中東情勢による供給網への打撃 
●​ 地政学リスクの直撃： 中東での紛争（ホルムズ海峡の封鎖リスク等）により、韓国と台湾
の脆弱性が浮き彫りになっています。 

●​ エネルギー・原材料の依存： 両拠点は、発電に必要な原油やLNG（液化天然ガス）だけ
でなく、製造工程に不可欠な化学ガスなどの原材料の多くを中東・海外からの輸入に

頼っています。 

3. アジア経済への波及効果 
●​ 供給ショック： 原油価格の急騰（100ドル超え）や供給ルートの停滞は、単なるコスト増に
留まらず、世界のチップ供給そのものを停止させるリスクを孕んでいます。 

●​ 戦略的転換の必要性： これまで効率性を重視してきたサプライチェーンは、エネルギー
安全保障という観点から大きな見直しを迫られています。 

 
ポイント： 

世界のAI革命やデジタル化を支える韓国・台湾のチップハブは、物理的な製造技術以
上に、地政学的なエネルギー供給の安定という極めて不安定な土台の上に成り立って

いることが強調されています。 

この内容について、さらに詳しく知りたい特定のトピック（例：具体的なエネルギー源の内訳や、企

業の対策など）はありますか？ 
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